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要旨:1992(平成4)年 、急速に増大する高齢者介護への対応策 として 「介護労働者の雇用管理
の改善等に関する法律」が成立 した。同法では、介護労働者の福祉の増進を図る業務を行 う法人
として 「(財)介護労働安定センター」を指定 し、その運営のための交付金を支給 している。
同法では、第2条 で 「介護関係業務」を保健医療サービスも含む広い範囲で規定 し、その上で
「介護労働者」を 「専 ら介護関係業務 に従事する労働者をいう」としている。当初 「看護 ・介護
労働力確保のための総合的な対策について」 と看護 と介護を統一的に把握 していた研究会による

















しか し法律の施行後20年を経過 して もなお介護労働の現場では人手不足が慢性化 している。
「介護労働実態調査」2010(平成22)年度版2によれば、訪問介護員、介護職員の1年 間(2009年
10月1日か ら2010年3月30日まで)の 採用率は25,8%(前年度25.2%)であり、離職率は17,8%



















座長伊藤善市 東京女子大学教授)を 設置 し、同年12月に介護問題を総合的に検討 したものとし
ては初めての 「介護対策検討会報告書」を取 りまとめている。 こうした介護をめぐる政策論議の
高まりの中、同年12月「高齢者保健福祉推進十力年戦略」(ゴール ドプラン)が策定されている。
これ らの施策 は、1979(昭和54)年「老人介護の実態」が全国社会福祉協議会か ら公表されて
「寝たきり老人問題」が明かにされたことや、その後厚生省が 「寝たきり老人」の実態調査を行
い、1990(平成2)年 には 「寝たきり老人ゼロ作戦」が展開をされたこと、 さらには、1987(昭
和62)年に、高齢社会をよくする女性の会が 「女性の視点から一家族介護についての実態調査一」
を行 う等、家族会等の当事者か らも問題提起が行われ、「高齢者介護」が社会問題化 したことと
無縁ではない。
労働省では、 こうした急速な高齢化の進展にともなう看護 ・介護労働力への需要増大を受けて、
1991(平成3)年8月 に職業安定局の私的研究会 として 「介護労働に関する研究会」(以下研究













同法の内容に関して特に問題 とするのは、報告書では 「看護 ・介護労働力確保のための総合的
な対策 について」、建議では 「看護 ・介護労働力確保のための総合的な対策の樹立について」 と






果を以下のとおり取 りまとめた」 と、看護 と介護の労働力確保の重要性を訴えている。
さらに目次を見ると、「第1:看 護 ・介護労働力の確保施策の必要性1:看 護 ・介護労働力
に対する需要の増大2:看 護 ・介護労働力確保施策の必要性」「第2:看 護 ・介護労働力確保





課題 と対策に関しては、看護職員については離職者 と潜在看護婦(報 告書表記のまま)の多さ
を問題視 している。社会福祉施設職員については老人福祉施設の寮母を中心に検討を行い、 ゴー
ル ドプラン実現のためにはなお多数の労働力確保の必要性があること、寮母の不満 ・悩みの 「腰














作成 されている。建議では、第2看 護 ・介護労働力確保のための対策の考え方で、「一前略一
































と 「介護関係業務」を保健医療サービスも含む広 い範囲で規定 している。その上で、「介護労働






限を付与 しているが、瀧澤仁唱(瀧澤、2011)7は、要請権限を付与するだけであり、 さらに 「介
護雇用管理改善等計画の円滑な実施のため必要があると認めるとき一後略一」 と要請前にもう一
つの条件を満たす必要があるとして、介入の実効性が不明確だと指摘 している。






















務が直接人の生命 ・身体を扱 うという性質上、専門的な知識をもったものが行 う必要があること
等から、国が直接行 うよりは、むしろ介護に関する専門的知識 ・経験を持 った民間団体により専
門的、弾力的にきめ細かく対応 していくことが適当であると考えられる」9ため、総合的な支援機
関として介護労働安定センターを指定 し業務を行わせることとしている。










の対価=賃 金水準の引き上げ以外にない」11と厳 しく指摘 している。さらに、「介護」は 「公共的
性格を持つものであるから、原則 として政府 ・自治体が何 らかの形態を通 じてその財源を担 うべ
きである。 しかるに、法案要綱は右の視点が欠落 している」12と批判 している。
第2章 「(財)介護 労 働 安 定 セ ンター」 の役 割
第1節 「省内事業仕分け」による 「(財)介護労働安定センター」の改革
「(財)介護労働安定センター」 は、1992(平成4)年2月 設立準備室が発足 し、同年7月1
日労働大臣から 「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づく指定法人 として指定を
受 けて、本部事務所を東京都渋谷区東2丁 目に、都道府県(青 森、山形、富山、石川、島根を除
く)に支部を開設 している。2011(平成23)年度の事業は、①雇用管理の改善(相 談援助、雇用
管理責任者 ・事業者へのセ ミナー開催、改善好事例の提供、介護労働実態調査)② 職業能力の
開発(相 談援助、ネットワーク協議会、各種介護労働講習)③ 情報の提供(図 書等の発行、介
護情報サイ ト(care-net.biz)の運営)④ 福利厚生の充実(傷 害補償、賠償責任補償、その他)13
がある。
鳩山由紀夫内閣は、政治主導の一環 として行政刷新会議にワーキンググループを置き、2009
(平成21)年11月11日か ら 「事業仕分 け」を開始 した。 さらに、2010(平成22)年3月11日行政



























ているので、補助金の在 り方を抜本的に見直す必要があると指摘 されている 。







設協会会長 小林光俊 の連名で、正 ・副厚生労働大臣と政務官あてに 「介護従事者に対する雇用
対策の充実について」 との要望書が提出された。内容は、労働保険特別会計雇用勘定 ・介護雇用
管理改善等対策費への 「予算の縮減を行った上で、見直 しを行 う」 と(財)介護労働安定センター
への 「交付金の廃止」 との評価に対 し、「正当な評価を」願うものである(文中下線は筆者)。さ
らに 「今回の仕分 けにおける評価が介護現場で真摯に働いている職員の意欲を削 ぐことのないよ
う、また、国民一人ひとりが自らの問題 として、介護環境のより一層の改善 と安定 した介護雇用
確保を願 っていることにも格段のご配慮をお願いするものであります」 と付け加えられている。
さらに、12月15日には、労働 ・産業関係者、有識者及び政府関係者が、現下の雇用情勢に適切
に対応するために合意 した 「雇用戦略 ・基本方針2011」の、(3)雇用を 「守 る」 ③労働保険
特別会計による事業の項 目で、(財)介護労働安定センター交付金等は 「行政刷新会議の指摘を
踏まえた無駄の排除の徹底の観点から点検を行い、より効率的 ・効果的な事業 として、必要な見









「介護」 は 「介助」 と 「看護」を組み合わせた造語であろうと推定されること、「介護」 とい
う言葉が一般的に使われるようになったのは1963(昭和38)年に公布 された 「老人福祉法」 と関
係が深いことである。つまり、特別養護老人ホームの創設で何 らかの病気や障害をもつ高齢者の
世話を誰が行 うかで、当初検討 されていた看護婦(当 時の名称使用)は 慢性的不足状態にあり、
担当することができなかった。そこで、特別養護老人ホームは 「家庭に代わって世話をする場で
あり、世話に当たる人は家族に代わって行うものであるから、老人の世話に当たる人は従来のホー




ホームを設置 し、 ここに収容 して適切な処遇がなされることが必要である」 として看護ホームの
設置を決議 している。あわせて老人福祉法の施行を前にして厚生省が立案 した1963(昭和38)年
度予算案にも 「看護ホーム」 として名称が登場 していたことも指摘 している。



























要である。 さらに、森ます美 ・浅倉むつ子(森 ・浅倉、2010)26らが提唱するように、同一価値労
働同一賃金の原則にのっとり、看護職 と介護職 との格差27は早急に解消されるべき課題である。
同法で問題 となる点は、報告書では当初看護労働 と介護労働を統一的に把握 していたにもかかわ
らず、介護労働のみを対象に規定 したことである。
「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」は労働省が法案を上程 しているが、同じ頃厚






の対策 と、1989(平成元)年 にまとめた 「看護職員需給見通 し」の見直しの方針 と、人材確保の
ための法的措置の検討についても提言 されている。
これらを受 けて、厚生省は 「看護婦等の人材確保の促進に関する法律案」を取 りまとめ、合わ
せて、看護婦とともに長寿社会を支える社会福祉施設職員、 ホームヘルパー人材確保のために
「社会福祉事業法及び社会福祉施設職員退職手当等共済法の一部を改正する法律案」を国会に提
出、審議 され、両法案 ともに6月19日に成立 している。
高木和美(高 木、2006)は、「介護職員は、看護師とは別建ての養成 システムで看護師より安
上がりの労働力 とされ、養成時間を一定程度引き上げながらも介護福祉士の賃金格付けは看護職
よりも低位におかれている。 このように介護職に就 く日本人労働者が、魅力ある生涯の職 として
見通 しをもって生活設計を描きにくい状況がつくりだされている」 と指摘 し、「同 じ労働の担い
手を統一的に養成 し、合理的な資格制度とセットの職務分掌を定めて、すべての担い手に、定着 ・
熟練 ・キャリアアップの可能性を開くことが、その職業を魅力あるものにし、サービスを必要 と
















はないですか」 とさらに追及 している。枝野衆議院議員は、「そこで働 く人たちが、きちん とし
た労働条件の下で働いてもらうということは、介護に限らずどこの事業所であってもこれは労働












同法の名称は 「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」であり、 目的は 「介護関係業務











「資格 ・技能が活かせ るから」35.3%(同34.8%)等や、「人や社会の役に立ちたいか ら」34.1%
(同35.7%)といった介護労働の市場価値や社会的価値 に目を向ける動機が強まるとともに、減






さ い ご に
筆者 は、介護労働者の雇用の安定と労働条件の改善を目的 とし、「介護労働者の雇用管理の改
善等に関する法律」 という名称に惹 きつけられて研究を開始 した。 しかし分析の結果ふたつの問
題点が明らかとなった。
そのひとつは、当初は看護 と介護を統一的に把握 していたにもかかわらず、介護労働力のみを
対象 としたことである。ふたつ目は、同法が国家公務員の天下 り機関である 「(財)介護労働安定
センター」を創設することを目的とするものであったと考えられることである。唯一評価する点
は、同センターが毎年行 う 「介護労働実態調査」等の調査である。










でもできる仕事 と位置づけられて、社会的評価や報酬単価が低 く設定 されている格差を解消 し、
仕事の価値に見合 った賃金を実現するための 「均等待遇アクション21」等の活動33について も検
討する必要がある。
注
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の結果 である。篠崎良勝編著 『ど こまで許 される?ホ ームヘルパ ーの医療行為」一橋 出版2002年12月P8-10
25「 医 師法第17条、歯科 医師法第17条及 び保 健師助産 師看護 師法第31条の解釈 について」(平成17年7月26日)(医政発第
0726005号厚生労働省医政局長通知)では、条件付 きで以下 の項 目を 「医行為」 の規制か ら外 した。 項 目は、体温測定、血
圧測定、動 脈血酸素 飽和度を測定す るためにパ ルスオキ シメー タを装着 する こと、軽微な切 り傷 ・擦 り傷 ・や けど等 につ
いて処置 をす ること(ガ ーゼ交換を含む)、医薬品 の使用介助(軟 膏の塗布 ・湿布の貼付、点眼薬 の点 眼 ・内用薬 の内服 ・
肛 門か らの座薬挿入 または鼻腔 粘膜への薬剤噴霧)、つ め切 り、 口腔内 のか き出 し、耳垢の除去、 ス トー マ装置のパ ウチ
にたまった排泄物 を捨 てること、 自己導尿 の補助、浣腸 である。
26「 介護職 員等 によ るたんの吸引等の実施の ための制度 につ いて」 『介護保険制度改正 の概念及 び地域 包括 ケアの理念』
厚生労働省老健局P44
27rILO100号条約 『同一価値 の労 働につ いて の男女労 働者 に対す る同一報酬 に関す る条約」 に規定 された男女同一価
値労働 同一 賃金原 則 とは、看護師 と トラック運転手 のように異 なる職種 ・職務 であ って も、労働の価値が同一 または同等
であれば、 その労 働に従事す る労働者 に、性 の違 いにかかわ らず同一 の賃金を支払 うことを求め る原則で ある。異 なる職
務 の価値 を比較 す る手段は職務評価制度で あり、性 に中立 的な職務評価 ファク ター と評価方法の採用が重要 なカギを握 っ
ている。今 日、 この原則 は、男女間 のみ な らず フルタイマーとパ ー トタイム労働者間の賃金格差を是正す るための国際的
な戦 略 とな って いる」森 ます美、浅倉むつ子編 「は じめに」『同一価値労働 同一 賃金原則の実施 システムー公平 な賃金 の
実現 に向けて」有斐 閣2010年12月Pi
282011年賃金構造基 本統計調査 によれば、職種別年 間賞与 その他特別給 与額を10～99人規模の事業所で比較 した場合、看
護 師7,352,000円と準看護師6,240,000円に対 し、福祉施 設介護職 員4,735,000円とホームヘルパ ー2,954,000円であ った。
29有 子看護婦用 の院 内保育施設 運営への補助強化 が8億2,700万円→10億2,200万円、国立病院 ・療養所 の看護婦の夜間看
護 手 当1回2,600円→3,200円。 ホー ムヘルパー の手 当(年 額)2,435,945円→2,525,344円(介護 中心)、1,623,963円→
1,683,562円(家事援 助中心)等 各職種 に対 して多様な具体的対策 と予算 を計上 して いる。 「保健 医療 ・福祉マ ンパ ワー対
策本部 中間報告」厚生大 臣官房(保 健医療 ・福祉 マ ンパ ワー対策本部)1991年3月18日
30田 河慶 太(厚 生 省老人保健福祉局老人福祉計画課課長補佐)「看護婦等の人材確保 の促進 に関す る法律 について」 『ジュ
リス ト」No1007有斐閣1992年9月P125-128
31高 木和 美 「ホームヘル プサ ー ビス政策 の推移 一看護 ・介護労働者 の差別的利用構造 の展開」『賃金 と社会保 障」No1411
旬報社2006年2月P4-5
32行 政刷新会議 ワーキ ンググループ 「事 業仕分 け」 内閣府 行政刷新会議 事務局 項 目番号A-4項 目名:雇 用保 険2事
業③P18
33前 掲 資料P21
34「 均等待遇 アクシ ョン21」で は、「同一価値労働 同一賃 金、間接性差別禁止法 の法制化、均等法 を男女 雇用平等法 に、
有期 雇用に も均等待遇 を」 の実現を 目指 して活動 を展開 して いる。特 に、 「均等 待遇ア クシ ョン21京都」 で は、 ケアワー
カーの職務評価全国調査 を実施 して、2012(平成24)年3月25日には調査結果 の報告集会 を開催す る予定 である。
